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資料内容

０．本日お伝えしたいこと

１．パーソナルサポートセンター（法人概要）について

２．PSCの取り組む事業の全体像

３.被災者のフェーズごとの支援

４．今後の取り組みについて
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仙
台
市
被
災
者
生
活
再
建
加
速

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
概
要

仙台市被災者生活再建加速プログラムで被災者生活再建支援
ワーキンググループに参加し、協働して支援を実施

０．本日お伝えしたいこと

被災者生活再建
支援ワーキンググ
ループで協働

PSCが実施
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災害法制上、「モノ」や「お金」の支援はあるが、被災者の生活再建
を支援する「人」がいない。しかも、平時の施策と連続しない

０．本日お伝えしたいこと

 人が人を支える生活再建支援が重要。しかも、低コスト（現金
給付だけで生活は再建せず、場合により生活保護に至る）

 生活再建支援の人件費が立法上制度化されていないため、
災害のたびに混乱（補正予算がつくまでの期間の長さ、都度
都度の行政間交渉煩雑さ）

 罹災証明ベースで進めることの限界（下宿学生への支援＞被
害を受けた大家への支援）

 災害救助と生活困窮者自立支援などの平時の福祉施策との
連動が重要

 災害救助法や被災者生活再建支援法など長期間の事務が発
生する法律の運用状況についての検証が重要
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当法人は、ホームレス、障がい者、ＤＶ被害者、一人親世帯、ニート、引きこもり、就労
困難者など、社会的困窮状態にある方の生活支援をし、就労自立させるために寄り添い
型伴走型支援を実施するパーソナル・サポート事業を普及、育成、制度化を進めることで、
支援対象者が安定的に自立生活を営むことの実現につなげることを目的とすると記載

パーソナルサポートセンターの目的（定款）

パーソナルサポートセンターのめざすもの（憲法13条と憲法25条）

 3つの事業部（地域善隣事業部、自立相談支援事業部、新規事業部）と間接部門、合計64名のスタッフ
 代表理事 新里宏二（弁護士、元日本弁護士連合会副会長）
 連携・協力団体（*：特定非営利活動法人）

センターの構成

13条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民
の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊
重を必要とする。
25条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。
2.国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び
増進に努めなければならない。

１．パーソナルサポートセンターについて

①全国コミュニティライフサポートセンター* ②せんだい・みやぎNPOセンター*
③仙台夜まわりグループ* ④チャイルドラインみやぎ* ⑤反貧困みやぎネットワーク

⑥萌友* ⑦POSSE * ⑧ほっぷの森* ⑨公益財団法人共生地域創造財団

⑩MIYAGI子どもネットワーク* ⑪ワンファミリー仙台* ⑬アスイク

⑭みやぎ生活協同組合 ⑮ふうどばんく東北AGAIN
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H23.6月 11月 H24.6月10月12月H25.7月 11月 Ｈ26.4月 6月 7月 Ｈ27.4月 ５月 １１月 H28.4

コミュニティ・ワークサロン「えんがわ」
（仮設住宅入居者向けの生きがい就労の場 定期便の封入作業等実施）

就労準備支援センター
「わあくしょっぷ」
（困窮者向け就労準備）

中間就労支援「カフェ クオーネ」
（困窮被災者の就労訓練事業）

就労支援相談センター「わっくわあく」
（困被災者等向けの就労マッチング）

安心見守り協働事業（伴走型生活支援事業）
（仮設住宅入居者への見守り・福祉的サポート）

総合相談センター「わんすてっぷ」
（困難被災者等向け生活相談）

就労サポート

福祉サポート

ト
ー
タ
ル
サ
ポ
ー
ト

中間就労支援シニアと若者
ワークサロン「こらぼ」（移行）

仙台市
宮城県
困窮者
自立促
進支援
モデル
事業

（移行）

生涯現役・生きがい就労サポートセンター（65歳以上の

高齢者の就労支援）

現在のＰＳＣ支援事業概要図（28年9月27日現在）

仙台市

宮城県南（仙台保福・
仙南保福県域）

多賀城市生活困窮者
自立支援事業

仙台市 宮城県多賀城市生活困窮
者自立支援事業

地域善隣事業（4月～、仙台

市住まいと暮らしの生活再建セン
ター・7月～宮城県転居支援セン
ター）

１．パーソナルサポートセンターについて

トゥインクル
多賀城

市営住宅見守事業（仙台市建設公社）

六丁の目西町コミュニティ

熊本地震支援
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生活再建への事業

1. 命を守り、生活を維持する[安心見守り協働事業]

2. 仮設住宅入居者のための生きがい就労の場コミュニティ・ワークサロン[えんが わ]
やがて中間就労支援シニアと若者ワークサロン[こらぼ]になる。

3. 生活再建、生活維持のための就労サポート事業、就労支援相談センター[わっくわあく]

4. 生活困難被災者等の生活相談事業、総合相談センター
仙台市・生活困窮者自立相談事業[わんすてっぷ]

5. 生活困難被災者の就労訓練事業、中間就労支援[カフェクオーネ]

6. 生活困窮者の就労準備事業、就労準備支援センター[わあくしょっぷ]

7. 高齢者のための就労支援事業[生涯現役・生きがい就労支援センター]

8. 宮城県南部・生活困窮者自立支援事業

9. 多賀城市・生活困窮者自立支援事業

10. 仙台市・応急仮設住宅供与終期後の住い確保困難者支援事業
[住まいと暮らしの再建サポートセンター]

11. 宮城県・応急仮設住宅供与終期後の住い確保困難者支援事業
[宮城県被災者転居支援センター]
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１．ＰＳＣが実施している事業の全体像
（１）平成２３～２６年度の事業展開①

被災求職者を雇用

被災者支援に必要な福祉（児童
福祉、高齢者福祉、障害者福祉、
地域福祉等）の研修を実施。

伴走型生活支援事業。対象の
仮設住宅を全戸訪問。
（実績はＰ３～Ｐ６）（緊急財源）

社会福祉推進事業で被災者を客観的調査
（世帯収入・現状の課題等を調査）

被災者＝困窮者が多い事実を客観的な
データにて確認

社会援護局で検討していた生活困窮者自立支援法上の
対象者と被災者が重なる部分が多いと判断。生活困窮
者支援制度の検討委員会等に参加し、情報を収集。

被災者支援は、生活困窮者自立支援法上の制度ができ
ることを想定して組み立てる必要があると仙台市に提言

ハローワークで就労が決まらない被
災者向けの就労支援事業「わっくわ
あく」を6月から開始（支援内容は、

大阪府豊中市のＰＳ、沖縄県のＰＳ
を参考）。年度末まで209名の相談
者に対し、86名の就労が決定（就労
率41.4％）

平成23年度 平成24年度

困窮者支援の制度を調査。仙
台市と度重なる協議を実施。

「困難被災者支援」のた

め総合相談センター
「わんすてっぷ」開
設（緊急財源）

就労の決まらない100名以上の方

の支援をしなければ社会保障費が
増大すると仙台市に提言。

※当時の伊藤首席職業指導官（現、
能力評価課長）に尽力いただき、
ハローワーク出張相談、宮城労働
局との連携による体験実習制度を
確立

スタッフ
にＣＤＡ
資格取得
させる研
修を実施
（費用9割
を法人が
負担）

「困難被災者」を
はじめ260名の

困窮者の相談を
受け、福祉的支
援を開始

伴
走
型
生
活
支
援
事
業

※財源としてこのほか地域支え合い
体制づくり事業等も活用
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仙台市と協働で就労がなかなか決まら

ない被災者への就労準備支援事業
「わあくしょっぷ」を開始。（緊急財源）
（※生活困窮者自立支援法上の就労準備支援
事業ガイドラインを参考）

平成25年度

仙台市公募の中間就労支援事業に提
案。採択され、職業訓練を中心にしたシ
ニアと若者ワークサロン「こらぼ」を開所

（※生活困窮者自立支援法上の就労訓
練事業ガイドラインとは違うかたちで実
施）

就労支援相談センター
「わっくわあく」

総合相談センター
「わんすてっぷ」（緊急）

◎就労支援相談センター「わっくわあく」の相談者234名に対
し、就労決定128名（就労率54.7％）。
◎就労準備相談センター「わあくしょっぷ」の相談者66名に対
し就労決定17名（就労率25.8％）
◎シニアと若者ワークサロン「こらぼ」の職業訓練実績
・リフォーム事業 5名（延人数207名、訓練日数71日）
・キャンドル事業 8名（延人数54名、訓練日数36日）
・墓石清掃事業 5名（延人数13名、訓練日数3日）

スタッフ資格取得実績
（23年度～25年度）
●社会福祉士合格者1名
●ＣＤＡ（キャリアカウンセラー）合
格者3名
●ＣＤＡ試験1次試験合格者 5名
●ＦＰ3級合格者 8名
●ヘルパー2級取得 10名
●伴走型支援士2級合格者 9名

伴
走
型
生
活

支
援
事
業

一部、生活困窮者自立促進支援モデ
ル事業へ（資格取得者を配置。スキルアップさせ、継続
した雇用へシフト）

7月～

9月～

（１）平成２３～２５年度の事業展開②

28年8月1日現在、ＣＤＡ合格者9名
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就労準備支援セン
ター「わあくしょっぷ」
（緊急財源）

シニアと若者
ワークサロン
「こらぼ」
（地域財源）

就労支援相談
センター
「わっくわあく」
（地域財源）

総合相談センター
「わんすてっぷ」
（緊急財源）

伴
走
型
生
活
支
援
事
業

就労訓練支援セ
ンターシニアと
若者ワークサロ
ン「こらぼ」に進
化（自主財源）

国の就労訓練支援事業ガイ
ドラインに則した事業展開

生涯現役に向けた取り組み（中間就労創出事業）
「（仮称）仙台市生涯現役・生きがい就労支援センター」の設置

（地域支え合い財源）

平成27．4 生活困窮者自立支援法施行（本事業開始）

生活困窮者自立促進モデル事業
（仙台市は２６年度は青葉区をモデル事業

として困窮者支援事業を実施）

（１）平成２３～２６年度の事業展開③
平成26年度

青葉区以外は被災者支援という位置づけで、困窮者
支援のスキームをそのままに事業を実施
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生活困窮者自立支援事業
（仙台市、宮城県、多賀城市）
（生活困窮者支援事業財源）

（１）平成２３～２７年度の事業展開④
平成27年度

4月～

新規事業
（民間助成→JPFともいきファンド）

六丁の目の目西町復興公営住宅での生活課題解決を通じた地域活性事業

（仙台市建設公社委託事業）
市営住宅入居者の安全安心暮らし見守り事業

（指定管理料のなかから委託事業）

市民社会形成に必要な施策検討にむけた調査研究（ＮＰＯ法人せんだい・み
やぎＮＰＯセンターとの連携事業）

（WAM財源）
多賀城市居場所づくり『トゥインクル多賀城』

地域善隣事業
仙台市住まいと暮らしの生活再
建サポートセンター（地域財源）

仙台市生涯現役・生きがい就労
支援センター（自主財源）

5月～12月

7月～3月

11月～3月

4月～3月

28年度は多賀城市被災者支援事業として実施

28年度も継続

28年度も継続

27年度で終了
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第1段階
被災者の見守り支援

（安心見守り協働事業）事業

〇発災から3ヶ月以内の6月1日にスタート
（実質、仮設住宅入居と共にスタート）
〇避難所支援と同時並行的に実施
〇個人情報の問題が課題だった。
（故に勝手に訪問式を実施）

３．被災者のフェイズごとの支援
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応急仮設住宅から生活再建へ
安心見守り協働事業

「あなたの５年後」を想う支援を自らのチカラで歩める
その日まで

伴走型の支援を通して復興段階での孤独死・自死・社会的孤立

を防ぐ

これをメッセージに、仙台市内のプレハブ応急仮設住宅444戸、
借り上げ公営住宅等200戸をパーソナルサポートの枠組みで、
見守り・福祉的サポートの事業を仙台市（人口約105万人）に提
案し、平成23年6月1日から実施にいたる。
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時間経過と対応
（仙台市災害時地域精神保健福祉ガイドラインより）

１．緊急対応期（震災発生時から3日目までの生命を維持する期間）

２．応急対応期（震災発生4日後から1か月まで。避難所生活が始まる。）

３．安定模索期（震災発生１ヶ月後から３ヶ月まで。避難生活に慣れて多少落ち着いてく
るがPTSDなどストレス症状が発症する時期でもある。）

４．再建期（３か月以降。応急仮設住宅を含めた住居の確保ができた時期ではあるが生活
環境が大幅に変わり日常生活のストレスが顕在化してくる。）

5．PSCの活動
(1) 平成23年6月18日から仙台市との協働事業で仙台市内のプレハブの応急仮設住宅の入
居が始まっている再建期から見守りを開始した。

(2) 対象仮設住宅 プレハブ：あすと長町38街区・扇町一丁目公園・扇町四丁目公園
借り上げ公営等：東北財務局宿舎・NTT東日本社宅・UR賃貸住宅
・日本政策投資銀行社宅・公社賃貸住宅

(3)対象戸数：仙台市内プレハブ1505戸、借り上げ公営住宅等647戸の内約650戸

(4)目的：生活再建までの期間自死、孤立死、孤独死を防止し生活再建のための見守り支
援を実施する。被災者の方に提供するものは「安心」「安全」
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福祉全般

アート

金融

医療・介護

こころのケア

就労

法曹

マネジャー

連
携

その他

安心見守り協働事業協議会
（PSC・仙台市が事業運営について協
議）

アドバイザー
絆支援員
（被災者雇
用）

カンファレンス

研
修

一般社団法人
パーソナルサポートセンター（PSC）

連携団体・行政
の
社会資源の領域

応
急
仮
設
住
宅
入
居
者

日常的な
見守り

社会資源の紹介（つなぎ）
：困難を抱える仮設住宅入居者を各種社会資源につなぐ

地域社会

生活支援部

部長

就労支援部、中間就労支援
部

伴走型生活支援事業（安心見守り協働事業）
絆支援員（被災者雇用）とマネジャー（連携NPOスタッフ等）が関係
機関と連携し支援体制を構築
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応急仮設住宅等の見守り支援 事業実績

面談時間

面談率

あすと長町38街区 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ 159 467 379 81.2% 128.8 20.4 48.6

扇町1丁目公園 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ 77 628 293 46.7% 78.2 16.0 60.9

扇町4丁目公園 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ 33 244 108 44.3% 40.2 22.3 73.0

青葉区 借上公営 78 174 131 75.3% 90.7 41.5 69.7

八木山南・三神峯地区 借上公営 55 163 90 55.2% 48.8 32.6 53.3

402 0 1 ,676 1 ,001 59 .7% 386 .7 23 .2 57 .7

ＳＶ介入 ― 0 0 0.0% 0.0 0.0 ―

402 0 1 ,676 1 ,001 59 .7% 386 .7 23 .2 57 .7
世帯 人 件 件 時間 分 分

のべ
面談件数

支
援
員
訪
問

合　　計

対象世帯当たり

平均　　(分）

面談1回当たり

平均　　(分）

のべ時間合計
　　　(時間)

小計

当月末

訪問対象

世帯数

のべ
訪問件数

従事

スタッフ数

※1：下記のとおり５段階で緊急度を設定
・緊急度Ａ・・・ 差し迫った危険、危機的状況があり、行政職員及び専門機関

による緊急の介入、支援が必要な世帯。
・緊急度Ｂ・・・ Aほど差し迫った状況はないが、困難な課題に直面しており、

中心となる支援者がおらず孤立しているなど、行政職員を中
心とした継続的な支援が必要な世帯。

・緊急度Ｃ・・・ おおむね生活が安定しており、直ちに支援の必要はないが、
今後支援が必要となる可能性があり、見守りが必要な世帯。

・緊急度Ｄ・・・当面支援の必要がないと考えられる世帯。2週に1回程度訪問
し行政からの情報提供や、生活、健康面の確認を行う。

・緊急度Ｅ・・・ 調査票が返送されなかったり、訪問しても不在であるため、生
活状況が不明の世帯。

 平成２３年度（全戸訪問型）
• 対象世帯 ７４１世帯
• 訪問件数 ５５,７９１
• 面談件数 ３０,９６１

 平成２４年度(全戸訪問型）
• 対象世帯 ６４４世帯
• 訪問件数 ６０,１２３
• 面談件数 ３８,３９６

 平成２５年度（緊急度別訪問型）
• 対象世帯 ４９２世帯
• 訪問件数 １８,５７７
• 面談件数 １４,３９２

 平成２６年度（緊急度別訪問型）
下表参照
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１．訪問対象世帯の概要 （平成26年2月末日現在）

↓H25.7.1現在の数値は、復興事業局生活
再建支援室より

地域・地区
応急仮設
住宅の種

類
供給戸数

入居
世帯数
(H25.7.1
現在）

前月末
訪問対象
世帯数

緊急度(※1)別の内訳
当月末

訪問対象
世帯数

緊急度
Ａ

（%） 緊急度
Ｂ

（%） 緊急度
Ｃ

（%） 緊急度
D （%） 緊急度E （%）

太白区仮設 プレハブ 233 193 181 0 0.0% 36 20.0
% 57 31.7

% 62 34.4
% 25 13.9

% 180

宮城野区Ａ仮設 プレハブ 131 100 99 0 0.0% 9 9.2% 25 25.5
% 39 39.8

% 25 25.5
% 98

宮城野区Ｂ仮設 プレハブ 80 47 51 0 0.0% 7 14.3
% 7 14.3

% 25 51.0
% 10 20.4

% 49

青葉区
借上公営
等

― 173 101 0 0.0% 4 4.0% 15 14.9
% 68 67.3

% 14 13.9
% 101

太白区
借上公営
等

― 66 64 0 0.0% 5 7.8% 16 25.0
% 7 10.9

% 36 56.3
% 64

合計 ― 579 496 0 0.0% 61 12.4
% 120 24.4

% 201 40.9
% 110 22.4

% 492

【参考】仙台市における応急仮設住宅入居状況等からみるＰＳＣ訪問対象世帯数の割合

↓H26.2.1現在の数値は、復興リポートVol.16から転記

応急仮設住宅の種類 供給戸数
入居
世帯数

(H26.2.1現在）

訪問対象
世帯数

対象割合

プレハブ仮設住宅（福祉仮設住宅を除く） 1,505 1,041 327 31.4%
借上げ民間賃貸住宅 (※2) ― 7,398 0 0.0%
借上げ公営住宅等 ― 693 165 23.8%
合計 ― 9,132 492 5.4%
※2：借上げ民間賃貸住宅を対象とした相談等支援事業は、主に市社協が担っている

※2（民賃)を除くと・・・ 1,734 492 28.4%

伴走型生活支援事業（安心見守り協働事業）
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自治体総合フェア2014 第6回協働まちづくり表彰

「安心見守り協働事業」で準グランプリを仙台市と受賞
（26年5月22日）
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行政・PSC・連携団体等での定期的なケース会議を実施

第1回 被災者支援連絡調整会議

日時 平成25年4月22日（月）午後3時から
場所 青葉区役所 7階第１会議室

議 事

１．自立に向けた戸別訪問の実施について
２．その他

経過概要
○平成25年3月18日（月）
・被災者支援連絡調整会議 キックオフ会
被災者生活再建支援事業（青葉区）実施について
○平成25年4月10日（水）
・ワーキング・グループ 第1回会議
事業の進め方等の検討
○平成25年4月18日（木）
・ワーキング・グループ 第2回会議
情報共有、訪問の確認

平成25年度 被災者生活再建支援事業
（青葉区）関係者名簿（※出席者リスト）

連絡調整会議

区民部総務課長、区民部街づくり推進課長、保健福祉
センター管理課長、保健福祉センター家庭健康課長、
保健福祉センター障害高齢課長、保健福祉センター保
護課長、宮城総合支所総務課次長兼課長、宮城総合
支所まちづくり推進課長、宮城総合支所保健福祉課長、
仙台市社会福祉協議会中核支え合いセンター長、
パーソナルサポートセンター生活支援部長、復興事業
局生活再建支援部生活再建支援室長、生活再建支援
室主幹、仮設住宅室長等

ワーキング・グループ

区政推進係長、区政推進係主任、地域振興係長、総
務係長、健康増進係主幹兼係長、健康増進係主任、
高齢者支援係長、高齢者支援係保健師、保護課第一
係主幹兼係長、保護課第一係社会福祉主事、宮城総
合支所総務係主幹兼係長、宮城総合支所地域振興係
長、宮城総合支所保護係長、仙台市社会福祉協議会
中核支え合いセンター主任、パーソナルサポートセン
ターＳＶ、復興事業局生活再建支援部生活再建室主任
等
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第2段階

「コミュニティワーク・サロンえんがわ事業」

〇見守りを拒否する入居者は引きこもってしまう
ため、ちょっとした軽作業を実施し、その対価を
払うというかたちで、仮設住宅から表にでてきて
もらうための支援事業を実施。
〇発災後、９か月後から実施 → 1次補正が活
用できる様になった時期
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食品加工体験

農作業体験

キャンドルづくり

被災者への復興定期便の封入作業

お人形づくり
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第3段階

被災者への調査を実施

〇発災後、1年経過した段階での生活実態
調査を実施
〇調査からニーズを把握し、施策に反映
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調査事業（企画調査室）
仮設住宅の現状（平成23年度社会福祉推進事業の調査結果）

平成24年2月に実施した調査。仙台市内の仮設住宅（みなし２５８１世帯、プ
レハブ２１９９世帯）に配布。回答は世帯主に依頼。
みなし１３６９世帯、プレハブ５６９世帯から回答をもらう。

仙台市の根本的な問題はみなし仮設入居世帯に関する生活再建という点
ただし、プレハブ世帯の方が生活再建していくには厳しい結果がでた。

１、年間所得について（平成23年度）
みなし仮設 ２９１万円 ただし、250万未満の世帯が半数を超える。
プレハブ ２２０万円 ただし、200万未満の世帯で半数を超える。
平成22年度の所得よりも、約30万ほどダウンしている結果がでている。

２、世帯のなかに障がい者手帳（身体、療育、精神）を所持している割合
みなし仮設 １３００有効回答のうち、１４２世帯 １０．４％
プレハブ ４８５有効回答のうち、 ９９世帯 ２０．４％
ちなみにプレハブで介護認定をうけている人がいるかの問いに対し、
有効回答５１０のうち、８４世帯 １５．７％という結果。
ダブルカウントの世帯もいると思うが、単純に全体の３割が何らかのハン
デがあると思われる。見守り訪問していてなんとなく感じていたことが数
字としてあらわれた結果だった。
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調査事業（企画調査室）

３、みなし仮設の家賃の平均 ６０、２５５円

現在の家賃の何割負担まで可能か？の問いに対し、有効回答数８１３
負担なしじゃないと住み続けられない３０４世帯 ３７．４％
2割負担なら住み続けられる １３６世帯 １６．７％
2割負担までと負担なしとの回答合計で ５４．１％で半数をこえる。

４、就労状況についての問い 有効回答数１１６７

仕事についている ７７９ ６６．８％
非就労世帯 ２５９ ２２．２％
求職中（雇保受給満了） １４ １．２％
求職中（雇保受給中） ４１ ３．５％
求職中（雇保未受給） ２７ ２．３％
求職中（雇保受資格無） ４７ ４．０％
求職中の合計は１０９世帯 全体の１１％
※仙台市の調査でも同様な結果がでていると聞いている。
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第４段階

被災者就労支援事業「わっくわあく」開所

〇発災後、1年3か月後にスタート

〇被災者の生活調査において、極めて就労支援のニー
ズが高かったことから市へ提案。沿岸部は事業所ごとな
くなってきまったため、失業者が増えたことが大きい。

〇仙台市としても、義捐金、支援金を使い果たした被災
者が生活保護になる可能性が高いと判断。就労支援の
重要性を認識し、スタートさせる。

〇ハローワークで就労できない人への寄り添い型就労
支援。基本的には本人にあった仕事さがし。

27



就労支援相談センター「わっくわあく」 個別相談支援と就労実績

相談者 443名
就労決定者 214名
就労決定率 48.3％
（Ｈ24年6月～Ｈ26年3月末）

平成25年度
相談者 234名
就労決定者 128名
就労決定率 54.7％

（Ｈ25年4月1日～Ｈ26年3 月31日）
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就労支援相談センター「わっくわあく」
職業体験実習 ⇒ 雇用先・体験就労の場・福祉機関開拓

体験実習者数 43名
（24年度9名、25年度34名）
平成24年12月～26年3月

協力事業所58事業所
主な体験実習先

・仙台物産㈱、寿観光㈱、
社福やまとみらい福祉会、
㈱セレクティー、㈱ささ圭、
仙台典礼㈱、社福仙台
ビーナス会、㈱ホットマン、
みやぎ生活協同組合、社
福ロザリオ聖母の会仙台
天使園など。

飲食店、塾、かまぼこや、
葬儀や、カー用品販売店、
児童養護施設、特別養護
老人ホームなどなど。
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被災者の就労支援の例

「わっくわあく（※わんすてっぷの前身）」就労決定者の経済効果
（H24.6～H25.12）【試算】
○就労決定者総数：201名（／431人 就労率46.0%）の雇用形態
○雇用形態内訳：正社員25名、契約・派遣社員44名、パートアルバイト122名、

その他10名（障害者支援関係など）
●就労決定者の想定年間収入から年税額・社会保険料の概算を算出、国等
に還元する金額を想定すると、
・正社員年収：220万 449,528円／人×25人＝11,238,200円
・契約・派遣社員年収：200万 401,480円／人×44人＝17,665,120円
・パート・アルバイト年収：90万 121,716円／人×122人＝14,849,352円
↓

就労決定者191名が年間に国等に支払う金額は 43,752,672円
●201名中生活保護受給者は21名（男性18人・女性3人・平均年齢43.3歳）
*仙台市の保護費は2,247,000円／世帯 ※Ｈ22年度健康福祉部社会課資料

年収2,247千円で支払う税・保険料は156,200 円＋302,938円＝459千円
21名×（2,247千円＋459千円）＝56,826,000円

↓
21名の生保受給者が就労した効果として 56,826,000円

３．今後の課題と進めるべき取り組みについて
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●仮に、「わっくわあく」がなければ、生活保護を活用したと思われる就労決定者
201人のうち、10%・20%・30%の方が仮に受給したと想定すると、

①１０％ 2,247千円×20.1名＝45,164,700円分の生活保護費支出を予防
②２０％ 2,247千円×40.2名＝90,329,400円分の生活保護費支出を予防
③３０％ 2,247千円×60.3名＝135,494,100円分の生活保護費支出を予防

●他に、被災者雇用の枠組みで失業者を雇用（本事業費：約2億円/年）しており、
人件費に220万×15名×2年を充てていることから、国等への還元額（税等）は

449,528円／人×15人×2年＝13,485,840円
↓↓↓

≫単純合計額として①１０％の場合１５９，２２９，２１２円を国等に還元
（②２０％の場合は、204,393,912円 ③３０％の場合は、249,558,612円）

３．今後の課題と進めるべき取り組みについて
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第５段階

被災者総合相談センター
「わんすてっぷ」開所

〇発災後、1年6か月後にスタート

〇被災者におけるより困難なケースを対応する特別
部隊。被災前から困難なケースな場合がほとんどで
ある。

〇がれき撤去等の作業後に失業する日雇い労働者
等も対応
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総合相談センター「わんすてっぷ」

困難被災者を中心に路上生活者等へも対応可能生活相談

・総相談件数
３３９名

（平成24年10月
～平成26年3月
31日）

・平成25年度
実績

２６０名

※ワンファミリー仙台
シェルターへのつなぎ
111名（男性）、女性3名
計114名
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第６段階

被災者就労準備支援センター
「わぁくしょっぷ」開所

中間就労支援「こらぼ」「クオーネ」開所

〇発災後、２年３か月後にスタート

〇就労支援実施する就労がなかなか継続しない人
や就労するまでの準備が整っていない人などへの就
労意欲喚起や就労するための心得等をも教え、規則
正しい生活状況・環境に戻すための支援センター
〇中間的就労支援として就労訓練も実施
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就労準備支援センター「わあくしょっぷ」
就労準備支援と実績（Ｈ25年7月25日～Ｈ26年3月31日）

日

ｽｷﾙｱｯﾌﾟ 作業 ① ②

午前
就活直前

講座
内職

（手帳梱包）

ソーシャル

ファーム

午後
コミュニケー

ション講座

内職

（手帳梱包）

ソーシャル

ファーム

備考

日

ｽｷﾙｱｯﾌﾟ 作業 ① ② ｽｷﾙｱｯﾌﾟ 作業 ① ②

午前
内職

（手帳梱包）

ソーシャル

ファーム
PC講座

内職

（手帳梱包）

午後
内職

（手帳梱包）

ソーシャル

ファーム

・PC講座

・就活基

礎講座

備考

日

ｽｷﾙｱｯﾌﾟ 作業 ① ② ｽｷﾙｱｯﾌﾟ 作業 ① ②

午前 PC講座
内職

（手帳梱包）

内職

（手帳梱包）

ソーシャル

ファーム

午後 PC講座
内職

（手帳梱包）
余暇講座

施設内 施設外 施設内 施設外

8(火) 11(金)

7(月) 10(木)

施設内 施設外 施設内 施設外

(料理教室PJ)

施設内 施設外

9(水)

*プログラムは変更の可能性があります。
変更の際は改めてお知らせいたします。
*ＰＣ講座開講時間
AM10:30～11:50/PM13:30～14:50

利用者数 ６６名（延べ利用者数 １９２１名）

就労決定者数 １７名（就職決定率 ２５．８％）

就労決定者の参加している主なプログラムは内職軽作業、ＰＣ講座等
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就労準備支援センターわあくしょっぷの支援内容

1､生活自立支援 2､社会自立支援 3､就労自立支援

社会参加する上で必
要な生活習慣の形成
のための指導・訓練

継続的な就労の前段階
として必要な就労経験の
場を提供し、一般就労へ
の就職活動に向けた技法
や知識習得の支援

就労の前段階として
必要な社会的能力を
身につけるための指
導・訓練

アセスメント項目

生活リズム、健康状態、
身だしなみ、金銭管理、
交通機関の利用、規則
の遵守、危険への対処、
出席状況

アセスメント項目

体力、指示内容の遵守、
機器・道具の使用、正
確性、器用さ、作業速
度、作業変化への対応、
就労意欲、質問・報告・
連絡、積極性

アセスメント項目

挨拶、会話、意思表示、
電話の利用、情緒の安
定性、協調性
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プログラム名【施設外作業】作業名 ソーシャルファーム
仙台市内2か所の農地にて実践的に農作業を⾏います。耕作、収穫、販売とあ
らゆる作業に携わり、その⼈に合った役割を担い実践的な農業に取り組んでい
ます。恵まれた⾃然の中で命の源となる作物の栽培を通して、⽣きている喜び
や働く楽しみを⼗⼆分に体感しています。農作業には実に様々な作業⼯程があ
り、ソーシャルファームは⾃分にできる事や得意な事・気づかなかった⾃分の
能⼒など、新たな⾃分に出会える素敵なフィールドです。

プログラム名【施設内作業】作業名 ⼿帳作業
⼿帳のｶﾊﾞｰ付け、栞、アドレス帳の挟み込み、梱包、ラベル貼りといった⼀連
の作業を⾏います。扱っている物が商品になるので、みんな丁寧に真⼼こめて
作業にあたってます。開所間もないころからご協⼒いただいているポスティン
グ業者より発注頂いています。

プログラム名【スキルアッププログラム】講座名 PC講座
その⼈のペースに合わせて⾃学⾃習形式で講座を進めていきます。PCの電
源の⼊れ⽅からエクセル、ワード、パワーポイントといった実践的アプリ
ケーションを使った練習まで、様々な段階の⽅が安⼼して取り組める⼀番
⼈気の講座です。

プログラム名【朝のミーティング】
朝9:30までに通所。まずは決まった時間に決まった場所に集まる事で⽣活
のリズムを整えます。ミーティングではその⽇の体調・気分を参加者⼀⼈
⼀⼈が発表。⾃分の⾔葉で相⼿に気持ちを伝える練習をしています。最後
に1⽇の⽬標も発表。⾃分のプログラムに真摯な気持ちで向かい合い就労⾃
⽴を意識する⼀瞬です。

就労準備支援センター『わあくしょっぷ』プログラム風景
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中間就労支援 シニアと若者ワークセンター「こらぼ」

 中高年のシニア層、高齢のシルバー層を対象に、それぞれのライフスタイルに合わせ
た生きがいや就労機会の提供を行う。

 長年の就労経験や知識、得意分野を社会の地域資源とするべく取り組みを推進する。
 若年層の雇用問題や生活問題の課題解決や福祉の向上のために仕事の掘り起こし

や切り出しを生み出す。
【実施事業】
 リフォーム事業
・一級建築士と内装業者と協働し、現地研修と中
心とした職業訓練プログラムを実施

・訓練日数71日、5名（延べ172名）
■キャンドル事業
・寺院などで廃棄されてしまう残蝋を活用した製作
を通じ、生活 リズムを整え、キャンドルの製作・
販売までを一連の流れとした職業訓練プログラム
を実施（アドバイザー2名、月8日参加）

・36日、8名（延べ54名）
 お墓清掃事業
・墓石販売管理業者と協働し、仙台市いずみ墓園内
の墓地清掃を中心とした職業訓練プログラムを実施
・3日、5名（延べ13名）
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リフォーム訓練風景
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中間的就労支援「カフェ・クオーネ」
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3つの機能を連携させることにより、
「就労のステップアップとステップダウン」も可能！

41

個
別
就
労
支
援

個
別
生
活
支
援

雇
用
先
・
体

験
就
労
の
場

開
拓

福
祉
機
関
の

開
拓

わあくしょっぷ
就労準備の場

クオーネ・こらぼ
中間就労の場

就労へ向けたトレーニングを実施

• 本人問合せ・福祉機関・生活支援部などか
ら相談者受け入れ

• 個別に就労・生活相談支援を実施し雇用
の場・就労準備支援・福祉機関等につなぐ

• 就労への訓練やトレーニングを行う

• トレーニングプログラムや実際の飲食
業の仕事を経験する。

• 相談者に応じた雇用の場や体験就労
の場を開拓

• 相談者の状態に応じて福祉機関も開
拓

ケース記録
雇用先・福祉機関等の
つなぎ先リスト

個別相談支援＝「就労のステップ」
を相談者が登るのを手助け

就労準備支援・中間就労支援
＝就労へ向けたトレーニングの場、
「就労までの間のステップ」作り

雇用先・体験就労の場・福祉機関開
拓＝「就労までの最初と最後のス
テップ」作り
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就労支援相談センター「わっくわあく」
就労準備支援センター「わあくしょっぷ」
中間就労 「カフェ・クオーネ」「こらぼ」

就労支援相談センター「わっくわあく」

多様な就労形態や
多様な社会参加の場

就労のステップアップ
とステップダウン
がある社会を実現

マッチング

※マッチングはワンファミリー仙台の無料職業紹介
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被災者支援のかたちを困窮者支援のかたちにシフト
コンセプト：自立段階に応じた伴走型かつオーダーメイド型の支援を実施し、就
労自立を基本としたより良い生活を目指す
基本的に、生活困窮者自立支援法上の自立相談支援事業ガイドラインにそった支援

伴走型の支援

生
活
や
就
労
の
困
難
さ オーダーメイド

型の支援

オーダーメイド
型の支援

オーダーメイド
型の支援

オーダーメイド
型の支援

オーダーメイド
型の支援

就
労
自
立
を
基
本
と
し
た

よ
り
良
い
生
活

支援対象者の
自立段階や生活
の質の向上
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自立相談支援と就労準備支援の連携支援のイメージ
（被災者支援をそのまま困窮者支援にシフト）

プランにもとづいた伴走型の相談支援

他
法
他
施
策
の
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職
業
体
験
実
習

個
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支
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生活自立者

就労自立者

社会自立者

生活にかかわる
継続支援実施者

他法他施策を
通した自立者

生
活
や
就
労
が
困
難
な
者

各種支援メニューの活用

オーダーメイド
型の支援

オーダーメイド
型の支援

オーダーメイド
型の支援

オーダーメイド
型の支援
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型の支援

ア
セ
ス
メ
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ト

プ
ラ
ン
策
定

自
立
相
談
支
援
事
業

就労準備支援事業

一時生活支援、中間的就労、家計相談
支援、学習支援を必要に応じて活用

※ワンファミリー仙台の
無料職業紹介事業所を通じて

43



第６段階

生活困窮者支援事業

〇発災後、３年後、スタート
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仙台市生活自立・仕事相談センター

わんすてっぷ

宮城県南部自立相談支援

センター 【仙南事務所】

宮城県南部自立相談支援

センター 【宮城黒川事務所】

多賀城市自立相談支援

窓口

パーソナルサポートセンター
生活困窮者自立相談支援実施箇所
（宮城県内）

１．パーソナルサポートセンターについて

宮城県
２３２万５０９６人
（平成２７年６月１日現在）
のうちのPSCは約１４５万
人のエリアを担っている
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パーソナルサポートセンター
「自立相談支援」
「就労準備支援」

「就労訓練事業の推進」

みやぎ生活協同組合
「家計相談支援」

宮城県社会福祉協議会
「地域資源のコーディネート」

アスイク
「学習支援」

POSSE
「支援後のアフターフォロー」

ワンファミリー仙台
「一時生活支援」

生活困窮者自立支援法施行を見据え、
協働しながら地域で生活困窮者を支える

仙台市全域の学習支
援事業を受託。親の就
労支援で連携

主任相談支援員を出
向してもらい、連携して
対応

居所なし相談者のシェ
ルター利用で連携

労働問題のプロとして
ブラック企業等の相談
で連携

生活資金貸付やフー
ドバンク等で連携

相談者は複数の課題を抱えているため、１つの事業所では限界がある。ゆえに、
皆で連携をして対応をすることで、寄り添い型・伴走型を実現
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２．窓口業務を円滑にすすめる取り組み

（１）仙台市生活自立・仕事相談センター「わんすてっぷ」
☆センターの形態・・・・・・自立相談と就労準備一体式。スタッフ２０名
☆センターの特徴・・・・・・仙台市全域が対象。センターは１か所
☆支援調整会議の形・・・２週間に１回開催（５区で開催）。

青葉区（月曜１０時３０分～１２時）
泉区（月曜１４時から１５時３０分）
宮城野区（火曜１０時３０分～１２時）
若林区（木曜１０時３０分～１２時）
太白区（金曜１０時３０分～１２時）

支援調整会議は報告方式で実施
①日時を設定
②対象者をリストアップして担当課に提出
③参加者は担当課、区保護課、自立支援事業所。
ケースによって関係機関に出席依頼

④支援調整会議の開催
⑤議事録を作成し、担当課に提出
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プログラム名【施設外作業】作業名 ソーシャルファーム
仙台市内2か所の農地にて実践的に農作業を⾏います。耕作、収穫、販売とあ
らゆる作業に携わり、その⼈に合った役割を担い実践的な農業に取り組んでい
ます。恵まれた⾃然の中で命の源となる作物の栽培を通して、⽣きている喜び
や働く楽しみを⼗⼆分に体感しています。農作業には実に様々な作業⼯程があ
り、ソーシャルファームは⾃分にできる事や得意な事・気づかなかった⾃分の
能⼒など、新たな⾃分に出会える素敵なフィールドです。

プログラム名【施設内作業】作業名 ⼿帳作業
⼿帳のｶﾊﾞｰ付け、栞、アドレス帳の挟み込み、梱包、ラベル貼りといった⼀連
の作業を⾏います。扱っている物が商品になるので、みんな丁寧に真⼼こめて
作業にあたってます。開所間もないころからご協⼒いただいているポスティン
グ業者より発注頂いています。

プログラム名【スキルアッププログラム】講座名 PC講座
その⼈のペースに合わせて⾃学⾃習形式で講座を進めていきます。PCの電
源の⼊れ⽅からエクセル、ワード、パワーポイントといった実践的アプリ
ケーションを使った練習まで、様々な段階の⽅が安⼼して取り組める⼀番
⼈気の講座です。

プログラム名【朝のミーティング】
朝9:30までに通所。まずは決まった時間に決まった場所に集まる事で⽣活
のリズムを整えます。ミーティングではその⽇の体調・気分を参加者⼀⼈
⼀⼈が発表。⾃分の⾔葉で相⼿に気持ちを伝える練習をしています。最後
に1⽇の⽬標も発表。⾃分のプログラムに真摯な気持ちで向かい合い就労⾃
⽴を意識する⼀瞬です。

わんすてっぷ 就労準備支援センタープログラム
２．窓口業務を円滑にすすめる取り組み（被災者支援のものをそのまま困窮者支援へ）
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２．窓口業務を円滑にすすめる取り組み

（２）県（圏域）
☆センターの形態・・・・・・・・自立相談と就労準備の1体式 スタッフ10名
☆センターの特徴・・・・・・・・黒川事務所、大河原事務所
☆支援調整会議・・・・・・・・・月1回程度。詳細は次のページ
☆現状の課題・・・・・・・・・・・圏域が広く就労準備対象者の通所が大変である

大河原事務所はハローワーク2階 緊急食糧支援物資 宮城黒川事務所は本塩釜駅前

就労準備支援事業（PC講座） 大河原事務所は大河原駅前 看板のところまで津波がきている
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２．窓口業務を円滑にすすめる取り組み

（３）多賀城市
☆センターの形態・・・・・・・・・自立相談支援のみ スタッフ2名
☆センターの特徴・・・・・・・・・市役所の窓口のなかで業務を遂行
☆支援調整会議・・・・・・・・・・仙台方式に近いかたち
☆現状の課題・・・・・・・・・・・・相談件数が多く2名のスタッフでまわらなくなっている
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第７段階

仙台市生活再建支援（転居支援）センター
宮城県転居支援センター

〇発災後、5年後に両センター実施。仮設住宅の供与期
間終了1年前から開所。

〇仙台市の転居センターは本人からの転居等の相談に
対応。宮城県の転居センターは市町から連絡がとれない
仮設住宅入居者名簿に対し、アウトリーチし、供与期間
までに転居をすすめる
〇生活困窮者支援事業所と連携が望ましい。
〇今、まさに5年で仮設の供与期間が終わる人への対応
をしている。
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ＰＳＣの被災者住居支援施策の概要

仙台市住まいと暮らしの
再建サポートセンター

宮城県被災者転居支援センター

委託元 仙台市 宮城県

所在地 仙台市青葉区二日町6-6シャンボー
ル青葉2階

仙台市青葉区二日町6-5オフィス二日町2階

支援対象者 仙台市が供給する市内の応急仮設
住宅入居者で、再建先となる住宅を
一人で探す事が困難な民間賃貸住
宅等入居希望者。

 応急仮設住宅入居者のうち宮城県がリ
ストアップした自宅再建の見通しが不明
で支援を必要とする者

 転居支援センターが各市町村を通じて受
けた相談等で支援が必要と判断した者

センター体制  センター長
 副センター長
 伴走型支援チーム

※転居に関する相談支援
 住まいの確保支援チーム

※協力不動産・家主等の開拓
※不動産物件情報の収集・提供

 地域定着支援チーム
※転居後の地域生活定着支援

 センター長
 副センター長
 専門員

※困難ケースのSV対応
 主任支援員
 支援員

※2名ペア3チームで訪問

52



みなし仮設住宅物件への継続居住意向を持つ世帯の
割合は減少しているとはいえ、5割を超える

入居期限後のみなし仮設住宅への居住意向

2012年 2014年
世帯数 割合 世帯数 割合

住み続けたい 826 64.2% 373 51.4%
住み続けたくない 460 35.8% 353 48.6%
合計 1,286 100.0% 726 100.0%

（出典）菅野拓2014年 東日本大震災の仮設住宅入居者の社会経済状況の変化−被災1・3年後の仙台市みなし仮設住宅入居世帯調査の比
較から− 日本災害復興学会発表
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継続居住意向を持つ世帯のうち7割弱の世帯は半額以上の

家賃補助ニーズ。ニーズには社会経済状況が反映されてい
る

入居期限後も居住意向がある世帯の
入居期限後の家賃補助ニーズごとにみた等価所得

 2012年調査

 Kruskal Wallis検定：有意差あり（p<.001)
 Bonferroni補正したMann‐Whitney U検定：補助ニーズ無し―半額以上の補助ニーズおよび半額未満の補助ニーズ―半

額以上の補助ニーズにおいて有意差が見られた（それぞれp<.001、p<.01）
 2014年調査

 Kruskal Wallis検定：有意差あり（p<.01)
 Bonferroni補正したMann‐Whitney U検定：それぞれに有意差があり

（補助ニーズ無し―半額未満の補助ニーズ：p<.01、補助ニーズ無し―半額以上の補助ニーズ：p<.001、半額未満の補助
ニーズ―半額以上の補助ニーズ：p<.05）

2012年 2014年
等価所得
（万円）

世帯数 割合
等価所得
（万円）

世帯数 割合

補助ニーズ無し 223.1 77 10.7% 270.8 27 8.0%
半額未満の補助ニーズ 190.0 128 17.7% 197.0 82 24.4%
半額以上の補助ニーズ 164.8 517 71.6% 155.1 227 67.6%

（出典）菅野拓2014年 東日本大震災の仮設住宅入居者の社会経済状況の変化−被災1・3年後の仙台市みなし仮設住宅入居世帯調査の比
較から− 日本災害復興学会発表
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仙台市住まいと暮しの再建サポートセンターの支援概要

●仙台市が供給する応急仮設住宅等に入居されている方

●再建先となる住宅を一人で探す事が困難な民間住宅入居希望者

 住まいの探し方のアドバイス
 不動産事業者への同行支援
 転居に伴う各種手続きのサポート

 住まいの探し方のアドバイス
 不動産事業者への同行支援
 転居に伴う各種手続きのサポート

仙台市 住まいと暮らしの再建サポートセンター

独り暮らしで保証人もいないし・・・

契約や手続きが一人では不安・・・

支援制度が無いと転居なんて・・・

手伝ってくれる人がいないと・・・
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 応急仮設住宅入居者のうち宮城県がリストアップした自宅再建の見通しが不明で支
援を必要とする者

 転居支援センターが各市町村を通じて受けた相談等で支援が必要と判断した者

宮城県被災者転居支援センターの支援概要

宮城県被災者転居支援センター

支援内容
 戸別訪問の実施と置かれている状況・直面する課題の実態把握
 支援計画の策定と提案
 転居先物件の確保支援
 関係市町、関係機関等との連携による他制度の活用
 仮設住宅供与終了に向けた事務手続き等の補助

支援対象者

独り暮らしで保証人もいないし・・・

契約や手続きが一人では不案・・・

支援制度を活用しないと転居なんて・・・

手伝ってくれる人がいないと・・・
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住まいの再建に向けた伴走型支援
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宮城県 被災者転居支援スキーム

被災者

宮城県

宮城県被災者
転居支援センター

不動産
事業者

住宅情報提供
コールセンター

家主・貸主

支援員 被災者

③ 戸別訪問

④ 実態把握

訪問要請

転居相談

市町村

宮城県

② 訪問対象世帯
リスト

⑤ 状況報告

訪問

相談受付

① 再建計画未確定の
世帯情報提出

支援
計画書

支援同意

伴走型
支援
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住まいと暮らしの再建サポートセンターがコーディネート
住まいの再建に向けた伴走型支援体制

59



地域善隣事業 この先の支援イメージ

住まいの確保、住まい探しの伴走型支援から、地域資源の開発とコーディネートによる
転居先での安定的・継続的な地域生活定着支援まで想定。
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４．今後の取り組みについて

◎ひとりひとりの災害復興法をつくる会
→日本弁護士連合会、仙台弁護士会と連携し、被災

者生活再建支援法改正のためにロビー活動等を実
施。

◎熊本地震支援
→熊本市北区瀧田避難所にスタッフ
を常駐させ、支援を実施した。
益城町での支援も今後展開予定。
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